








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ケイで哀れなものはない」と述べて、「沖縄人の “生活実感” “日本体験実感” からして、〔「沖縄
＝日本」との図式は〕納得できない」と断ずる。ただその一方で、沖青同は「沖縄民族」を措定
することもしない。沖青同は、「沖縄文化の独自性」を「日本古来の文化のより良き面を継承し
たもの」に求めるならば、沖縄が「独自に守り発展させたものがその核心に於いて骨抜きにされ
る」としつつも、反対に「沖縄民族」を措定してそれを運動の目標とするのは「歴史の発展と無
縁な懐古趣味」であると論ずる。そして今自覚されるべきは、「日本」でも「沖縄」でもない「ア
ジア民族」であると沖青同は述べる。
「沖縄解放の新たな展望が問われている。我々は日本民族ではない。だがキチンと分類できる
ものとしての「沖縄民族」なるものも存在しない。我々ははっきりと「沖縄人」として存在して
いる。（中略）我々は「アジア民族」であるものとしての沖縄人である。」128
しかし、こうした「マイノリティ」系沖青同の「沖縄人」論に対して、反「マイノリティ」系
である沖青委の嘉数興真は「デタラメというよりほかはない」として次のように批判する。
「〔沖青同の主張は〕世界地図で、中国と沖縄、日本と沖縄の距離をはかって「地域的違い」に
してみたり、人種的違いを “実感” で説明したり、言語について、自分でもちゃんと使うことの
できない「方言」を独自性にしてみたり、宗教的伝統、その他の生活習慣にしても “生活実感”
から「納得できない」とするメチャクチャなやり方なのである。もしこういうやり方で民族を区
分するというのなら、われわれは日本のなかに何十もの「民族」を発見できるであろう。（中略）
このような論証の方法は、いわば彼らが「必死」に非難してやまない、「同祖論者」や「民族一
体論者」の「日本」との「類似性」を「必死」に「さがし回る」やり方とソックリであ〔る〕（以
下略）。」129
2．国家・歴史・「反復帰」
次に、国家の問題に関して「マイノリティ」系の沖青同は、「沖縄人」は国家体験を「喪失」
していると説く。また「沖縄」が日本国の一部であるとする主張についても、その根拠は「日本
軍の侵入と支配＝琉球処分」のみであるとして、以下のように述べる。
「〔沖縄は〕日本国家の一員として日本資本主義の発生と「発展」に参加するのではなく、外な
るものとして支配され外的に組み込まれ、国家防衛の手段として人口の三分の一を殺された。次
127 沖縄青年同盟編『沖縄解放への道：全ての沖縄人は団結して決起せよ・沖縄人民の権力を樹立せよ－沖縄青年同盟論文集』（ニラ
イ社、1972年）72頁。沖縄県立図書館蔵。
128 同上、74頁。
129 嘉数興真「革命的共産主義か、沖縄「民族」主義か」、山城幸松編『沖縄青年委員会－五・一五体制粉砕・沖縄奪還』（新南陽社、
1973年）62-63頁。立教大学図書館蔵。なお、この書は全国の大学図書館の中で、唯一立教大学図書館にのみ所蔵されている。ちな
みに、山城幸松は近時の「沖縄問題」に関連して、翁長雄志沖縄県知事（当時）を、新左翼の論調としてではなく厳しく批判した書
を著している。山城幸松『沖縄を蝕む「補助金中毒」の真実』（宝島社新書、2017年）。また、山城は、現在は一般財団法人・琉球
島嶼文化協会の代表理事を務めている。
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いで国家防衛の手段として国家から隔離されていった。戦後二〇数年の異民族支配、軍事支配、
国家不明状況等が混沌としてかつ現実に厳しく存在したのが沖縄である。沖縄人には、国家によ
り国家不明が維持されたこと、そして今日、国家への統合が強行されているのが、“非国民” の
目を通してはっきりみえるのである。沖縄人にとって日本は、日本人は他物である。（中略）日
本国家は沖縄の深部にくいこむことなく沖縄人の上を、沖縄共同体の上を、通り抜けた。そして
戦後制度的実体的にも「沖縄を切り離す」ことで沖縄人にとっていよいよ外なる国家、復帰主義
者にとっては「心の内なる祖国」としてのみ在り続けた。（中略）今、日本国家がその兇暴な姿
を正面から我々の前に現わしているとき、沖縄人の斗いに〈外からきた国家〉と対決し粉砕し抜
くことが迫られている。」130
しかし、こうした「国家不明」の主張に対して、反「マイノリティ」系である沖青委の嘉数は
以下のように批判する。
「「参加」させられ、「同一民族」を形成しながら、しかも「差別」「収奪」関係が成立していっ
たところに問題の特質があるのである。こうして、一方で、帝国主義国内部において、沖縄にた
いする特別の差別、抑圧、過酷な収奪、搾取や諸矛盾のしわよせがおこなわれるとともに、他方
では、台湾侵略および日清－日露戦争をとおしたアジア侵略、第一次大戦への参戦をテコとする
植民地再分割の強盗戦争、（中略）中国－アジアへの侵略戦争の永続的な激発というかたちをとっ
てすすんだ日本帝国主義の戦争の歴史のなかで、沖縄の民衆は、自己を帝国主義的抑圧民族の一
部として侵略の尖兵として表現せしめられていったのである。「日本国家は沖縄の深部に組み込
むことなく、沖縄人の上を、沖縄共同体の上を通り抜けた」のではまったくなくて、沖縄の民衆
もまた革命的祖国敗北主義をつらぬけず帝国主義戦争に動員され、帝国主義的抑圧民族の現実に
屈服させられ、天皇制イデオロギーの担い手として “軍服を着た日本人” としてアジアの諸民族
のまえにたちあらわれてしまったのである。」131
さらに、国家と沖縄の関係について、嘉数は戦後を事例にして以下のように続ける。
「戦後沖縄の軍事支配にかんして、「国家の抑圧が二重に加わった」という認識の仕方はあるに
しても、「国がなくても支配される」という認識の仕方はあまりにも「画期的」である。沖青同
の諸君は、日米帝国主義の分断支配という沖縄政策の貫徹にたいして、それは帝国主義国家によ
る支配ではないと主張しているわけなのである。彼らは米軍―帝国主義軍隊の存在をどう説明す
るのであろうか。」132
また、反「マイノリティ」系の沖青委の大謝名昇も如上の嘉数の議論を踏まえて明確に「沖縄
人＝日本人」、「沖縄人＝日本民族」と断ずる。大謝名は言う。
「日本資本主義は、薩摩の沖縄政策を資本主義的＝帝国主義的に継承し、きわめて深刻な沖縄
差別を維持・再編しながら民族形成＝民族国家をなした。すなわち、この過程で日本資本主義は
薩摩以来の差別、抑圧、収奪政策を解消するのではなく、帝国主義的に沖縄を処分し、特定地域
にたいする差別支配をつよめながら、帝国主義抑圧民族の一構成員として沖縄を包摂し、同一民
族として形成した。（中略）このような日帝の沖縄差別政策の伝統を引き継ぎ、そのさいたるも
のとしておこなわれたのが、同一民族＝日本民族の一部を米帝＝異民族支配に売り渡した戦後分
130 沖縄青年同盟編、前掲書、1972年、66-67頁。
131 嘉数、前掲論文、1973年、69-70頁。ここで、嘉数は宮古島の日露戦争の武勲「久松五勇士」を日本国が「沖縄共同体」の深部
に組み込まれている例として挙げている。
132 同上、82頁。
戦後「沖縄」を巡る学生運動：芝田
49
断支配なのである。」133
その上で、反「マイノリティ」系の沖青委の嘉数はこうした「マイノリティ系」沖青同の誤謬
の原因を、「「沖縄人」であるという結論をあらかじめ設定して、そこからアプリオリに論ずると
いうきわめて観念的な方法」に求める。そして沖青同をそのように誤って嚮導したものとして、
嘉数は当時新川明（『沖縄タイムス』）らが唱えていた「反復帰」論を挙げ、「彼らの観念論に〔沖
青同は〕そのヒントをみいだした」と指摘する134。実際、「反復帰」論を展開した新川は『反国家
の兇区』の中で自説を「日本相対化のための沖縄の異質性＝異族性の主張」と位置づけ、「それは〈国
家としての日本〉を破砕するための思想的根拠として（中略）〈国家としての日本〉を突き刺し、
その国家体制を破砕するエネルギーを噴出させていくために、日本との決定的な異質性＝異族性
をつき出していくことによって同化思想で培養される国家幻想を打ちすえる」ものであるとして
いる135。かくして、反「マイノリティ」系新左翼である嘉数は、「マイノリティ」系の沖青同の「沖
縄人」論を「「本土志向反対」論なる新川明らの小ブル評論家の議論に源」を発するものと見て、
沖青同の思想と共に新川らの「反復帰」論をも批判する136。
3．アジア・中国・尖閣諸島
ところで、「マイノリティ」系の沖青同は、「沖縄人意識」を唱えつつも沖縄「民族」は訴えず、
代わりに「アジア民族」としての「沖縄人」を示していた。こうした日本よりもアジアや中国に
対する視線は、以下のように熱いものとなっている。
「ベトナム人民の偉大な戦いと勝利は沖縄人民、世界人民に対して、自己解放－世界革命のゆ
るぎない “勝利の確信と展望” を与えた。インドシナ解放勢力の進撃は「戦後帝国主義支配体制」
の最後に向けての歴史の流れをつくる大きなケン引力となっている。（中略）沖縄斗争の視野を
まずアジアに向けるということは、決定的な転換である。沖縄斗争のスケジュールを日本政府や
日本の左翼の都合に合わせる必要はない。（中略）〔また、〕巨大な革命根拠地を自から称してい
る中国は、地理的位置からみてもアジア人民の解放戦争の結合の重要な軸となり得るであろう。
中国は日本帝国主義の侵略が開始されるまでは、日本よりも長く、そして密接な関係を沖縄と持っ
ており、一度も沖縄を侵略したことも掠奪、収奪したこともなく沖縄の文化や産業等に大きく関
係してきた。」137
そして沖青同は、「自力で解放戦争に勝利し、革命中国の建設を進めている」中国に「沖縄人」
は学ぶべきであり、今こそ「日本依存主義を打ち破り、アジアのカナメ沖縄の自立した戦いで中
国－アジア人民との連帯をかちとっていかねばならない」と主張する。さらに、沖青同は沖縄県
の尖閣諸島についても以下のように述べる。
「我々は支配（者）の論理を一切否定して、支配階級から全てのものを奪い取る。そして人民
の利益はお互いの発展のために共有する。尖閣列島は歴史的にみて、中国―沖縄人民の共有であっ
た。（中略）〔沖縄〕人民の権力は、支配の論理である「所有権」争いを否定するものである。尖
閣列島の巨大な油田は中国―沖縄人民の発展のために開発されねばならない。日帝による米帝と
133 大謝名昇「在本土沖縄青年運動の前進のために－沖青同批判－」、山城編、前掲書、1973年、19-21頁。
134 嘉数、前掲論文、1973年、82頁。
135 新川明『反国家の兇区』（社会評論社、1996年）135頁。
136 嘉数、前掲論文、1973年、57頁。
137 沖縄青年同盟、前掲書、1972年、82-83頁。
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結託した略奪は、ますます沖縄人民を抑圧する日本資本と日本国家を太らすだけであり、沖縄人
民にも中国人民にも敵対していることを明らかにし、人民の共同使用の問題を明らかにしなけれ
ばならない。」138
これに対して、反「マイノリティ」系の沖青委の嘉数は沖青同の主張を「逃亡の口実、逃亡の
ための開き直りにすぎない」として以下のように批判する。
「まるっきり転倒した認識、つまり沖縄の民衆が帝国主義的抑圧民族の一員という現実を革命
的に転覆できず中国人民にたいする侵略者、日帝のアジア侵略の尖兵としてしか登場しえていな
いという痛恨の歴史をまったく逆転させて「中国は」という認識でアジア人民との結合を語って
いる現実を〔沖青同に〕みる。彼らの（中略）敗北主義が、民族排外主義的腐敗にまで転落しつ
つあることをはっきりと指摘しなければならないのである。」139
また、尖閣諸島の議論に対しても嘉数は以下のように批判する。
「このような〔沖青同の〕体制内的改良主義、経済主義が本質的に屋良〔朝苗〕と同一基盤に
あるということは、（中略）沖青同諸君も、「尖閣列島」の略奪にその実現の根拠をみいだしてい
るのをみれば明らかである。（中略）なぜなら（中略）〔屋良等〕沖縄の人間の意識は「沖縄を無
視して日本政府や米国が独占資本本位に尖閣問題をとりあつかっている」という点にあるので
あって、釣魚台〔魚釣島〕は沖縄県民＝沖縄人のものだということを主張するという構造をとっ
て釣魚台略奪の行為はおしすすめられているのである。沖青同の論理は、まさにこれとそっくり
な県益主義＝県民主義そのものであって、（中略）「共有」とか「共同使用論」というオブラート
を被せた、より帝国主義的な、より「あつかましい日本人的」な民族排外主義、強盗の論理にほ
かならないということなのである。」140
4．小括
以上、反「マイノリティ」系の沖縄出身の新左翼系学生運動＝沖青委の思想を、その沖青同批
判＝「マイノリティ」系批判を中心に通観してきた。ところで、この中で反「マイノリティ」系
である沖青委の批判は、端的に言えば「沖縄人」は「日本人」「日本民族」ではない、とする沖
青同への批判であった。これは、「日本」と「沖縄」の物理的「距離」や、「日本人」と「沖縄人」
の「人種（容姿）」、「方言」、「習慣」等の「生活実感」の「違い」に「沖縄≠日本」の（薄弱な）
根拠を求めることへの批判である以上に、それは先の大戦で日本によるアジア侵略について「沖
縄≠日本」ゆえに「沖縄」は免罪され、戦争責任についても「沖縄人≠日本人」ゆえに「沖縄人」
は免責される、という論理への批判でもあった。つまり、日本人と異なる「沖縄」の異族性、異
質性、あるいはそのマイノリティ性によって「帝国主義的抑圧民族」の日本人であることの「原
罪」141、すなわち「血債」の債務を負わず、かつ「戦犯」日本人としての贖罪意識からも解放さ
れたイノセンスな「沖縄人」レリーフ（像）に対する沖青委の批判でもあったのである。反対に、
沖青委は「沖縄人」もまた侵略国民「日本人」「日本民族」として日帝のアジア侵略に加担・協
力したという点から出発し、「沖縄人」の免罪性・免責性を認めようとはしなかった。
138 同上、103頁。
139 嘉数、前掲論文、1973年、88-89頁。
140 同上、100頁。ちなみに、数年前にあっても、尖閣諸島に関して比屋根照夫、高良鉄美、照屋寛之らは「尖閣は共存共栄の場」と
のアピールを出していた。『琉球新報』2013年1月11日。
141 例えば、尾形史人『「革共同五〇年」私史－中核派の内戦戦略＝武装闘争路線をめぐって』（社会評論社、2016年）295頁。
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例えば、反「マイノリティ」系の沖青委の嘉数は、第3章で見たように、新左翼に抑圧民族（＝
日本民族）としての自覚を強く促し、従来のテーマ＝「安保」（基地）に「マイノリティ」（差別）
の視点を加えた華僑青年闘争委員会「七・七告発」を直截に受けて、「沖縄の人間である」から
といって自分が「帝国主義的抑圧民族としての腐敗からけっして自由ではありえないこと」、「い
な、沖縄県民こそ日帝のアジア侵略の尖兵として侵略戦争の先頭にたってきたのではなかったの
か、ということ」に気付かされたと論じている142。また、同じく沖青委の大謝名も、「マイノリティ」
系の沖青同は「自己を沖縄民族－「在日沖縄人」として規定し、後進国アジア人民と同じ」とす
ることで「アジア人民に対する「血債の思想」」から逃避していると批判し、むしろ「受難にま
みれてきた沖縄県民」だからこそ「血債の思想」を「血とし、肉としなければならない」と訴えて、
沖青同メンバーに「血債」の債務を負った日本人としての自覚を持つように促している143。さら
に、沖青委の委員長である前出の山城幸松は中核派機関紙『前進』にて「沖縄人」の被害者意識
について自己批判しながら、「沖縄人」もまた抑圧民族としての日本民族の一員（加害者）であ
ることを意識して以下のように述べている。
「それと在日アジア人民からの告発をわれわれ〔「沖縄人」〕も真正面からうけとめていこうと
討論しています。とくにわれわれ〔「沖縄人」〕の場合、本土に対する被害者であるという側面だ
けでしか沖縄闘争にかかわってこなかったことを自己批判しています。われわれは、アジア人民
に対しては、加害者であり、まさに抑圧民族そのものであることをはっきりととらえ返してもう
一度沖縄闘争の理論的深化をやりとげなくてはならないと思っています。」144
「われわれ沖縄県民は、七二年沖縄「返還」協定を何がなんでも粉砕するために、あらゆる武
器を手にして起ちあがる決意である。兄弟よ！　わが沖縄はアジアに対する血債を負っている。
自己が犯した罪をつぐなわなければならない。その第一歩が、「返還」協定を粉砕することであ
る。」145
それゆえ、反「マイノリティ」系の沖青委は、「七・七告発」以降「マイノリティ」に敏感であっ
たとされる中核派を本家としつつも146、出身地「沖縄」については、日本「帝国」内の沖縄「差別」
は糾弾しながらも、日本国の侵略行為について「沖縄人」は「日本人」と同様に「加害者」の立
場にあると考え、「沖縄人」も「日本人」と同様に「血債」の債務を負い、そしてその文脈での「沖
縄＝マイノリティ」との図式を牽制し、批判したといえる。それをさらに言い換えれば、沖青委
の議論は「日本人」の戦争責任はもちろんのこと、（日本人としての）「沖縄人」の戦争責任をも
視野に入れてそれを追究するものであったといえる。従って、沖青委の主張は、かつて儀部景俊
が初めて指摘し、また前出の東京タワー・ジャック事件の被告人富村順一が転向した後に指摘し
続けた「沖縄人の戦争責任」論へと接続する側面を持っていたといえよう147。
142 嘉数、前掲論文、1973年、50頁。
143 大謝名、前掲論文、1973年、25-26頁。
144 『前進』1971年1月1日。
145 『前進』1971年11月8日。ちなみに、山城は海邦出身でありつつも、中核派系の沖青委に途中で移っている。
146 れんだいこ、前掲書、2009年、243頁、蔵田、前掲書、1978年、264-265頁。また、この点に関しては、清水丈夫「序章　党の
革命で革共同は本物の党に飛躍し21世紀革命への新たな挑戦を開始した」、革共同50年史刊行委員会編『革命的共産主義運動の50
年　現代革命への挑戦〈上巻〉』（革共同50年史刊行委員会、2013年）28-42頁、「用語解説：血債主義」、革共同50年史刊行委員会
編『革命的共産主義運動の50年　現代革命への挑戦〈下巻〉』（革共同50年史刊行委員会、2014年）337頁、あるいは水谷・岸、前
掲書、2015年、444頁等も参照。
147 儀部景俊「沖縄における戦争責任問題」（『沖縄歴史研究』6号、1968年）58-67頁、北村毅『死者たちの戦後誌－沖縄戦跡をめぐ
る人びとの記憶』（御茶の水書房、2009年）376頁、富村、前掲論文、2009年、20-27頁。
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他方の沖青同は、「沖縄」を民族とは位置づけなかったものの「日本人」とは異質の異族・「マ
イノリティ」とし、侵略行為に関しても「加害者」性よりも琉球処分や沖縄戦から連想される
「被害者」性や「被差別」性の強い主張を展開した。この点は、反「マイノリティ」系の沖青委
が「加害者」としてアジア・中国に贖罪意識を持っていたのとは対照的に、「マイノリティ」系
の沖青同が「日本」の「被害者」であるアジア・中国に連帯意識を持っていたことからも確認で
きる。それゆえ、「マイノリティ」系沖縄新左翼に対する反「マイノリティ」系沖縄新左翼の批
判は、民族・人種的に「沖縄（人）」が「日本（人）」であるか否かを巡る自己認識の問題に加え
て、歴史認識、すなわち「沖縄（人）」が「被害者＝アジア（人）」か「加害者＝日本（人）」か
を巡る歴史認識（戦争責任についての自覚）の問題にまで発展するものであったといえよう。
結びにかえて
以上、主に1960年から沖縄県の祖国復帰前夜までの、「沖縄」を巡る様々な学生運動、特に新
左翼系学生運動の実際と思想について検討してきた。その歴史は非常に複雑で、扱われたイシュー
も多岐に亘るものであったため、本小論では扱いきれなかった部分も多くある。この点の検討に
ついては他日を期したいが、とまれ、戦後沖縄が「復帰運動」の文脈で語られ、それがさらに民
衆による「復帰闘争史」ないし「民主主義運動史」として称揚される中148、本論文で見た新左翼
系の学生運動もまたその歴史過程において紛れもなく存在していたこと、そしてそれが「沖縄闘
争」との呼び得るほどに激しく、かつ複雑に錯綜した軌跡を辿っていたことが明らかになった。
ブントから影響を受けた琉大マル研が革共同（革マル派）へと軸足を移して反戦会議、沖縄マル
（学）同へと成長を遂げた現地沖縄新左翼、それに対し中核派が多くを占めていた沖闘委を中心
とする本土「留学」組の沖縄新左翼、その両者が、故郷沖縄にて一時的に共闘を組むものの、日
本国全体の新左翼の動きと軌を一にするかの如くに両派は程なくして激突、「うちなんちゅ」同
士が攻撃し合う「悪夢」が見られた。そうした中で、華青闘による「七・七告発」が為され、「安保」
（基地）に加えて「マイノリティ」（差別）が新左翼のテーマとして浮上し（「沖縄＝マイノリティ」）、
「沖縄」を強く自覚した沖縄出身のメンバーが「マイノリティ」系の学生運動・新左翼運動を展
開するも、それもやがて分裂し、「沖縄人」意識に目覚め「マイノリティ」性を強調した沖青同と、
「沖縄人」ながら「戦争責任」や「加害者」性を巡って「日本人」へと回帰した反「マイノリティ」
系の沖青委とが様々な論争を繰り広げた。
以上を検討したとき、沖縄はそう遠くない過去を振り返っても、政治・経済・社会などに関す
る様々な事象と同様に、学生運動、新左翼運動・思想もまた常に「日本」と相即不離の関係にあっ
たことに、当然のことながら改めて気付かされる。何となれば、沖縄を巡る新左翼系学生運動は
「日本－沖縄」という包括的視点に立って「安保」（基地）の問題に取り組んできたし、また「マ
イノリティ」系の沖縄新左翼系学生運動であっても「日本」という対象がなければ「沖縄」とい
う強い自己認識には至らなかったはずだからである。
「沖縄」を考える際には、「日本」を等閑視することは到底不可能である。この当然のことが、「1
／ 47」ではなく「1：46」の旧来の視点の下で沖縄「民族」や沖縄独立などの主張が時折為さ
れる昨今の沖縄で、改めて痛感させられよう。
148 例えば、森宣雄『沖縄戦後民衆史－ガマから辺野古まで』（岩波書店、2016年）。
戦後「沖縄」を巡る学生運動：芝田
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